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【投資リスクに対する管理体制】 

本投資法人及び本資産運用会社は、不動産の投資運用等に関して様々なリスクが存在することを認識してお

り、その上でこのようなリスクに最大限対応できるようリスク管理体制を整備しています。 

しかしながら、当該リスク管理体制については、十分に効果があることが保証されているものではなく、リス

ク管理体制が適切に機能しない場合、投資主又は投資法人債権者に損害が及ぶおそれがあります。 

① 本投資法人の体制 

本投資法人においては、その役員会規程において、役員会を３か月に１回以上開催することと定めています。

本投資法人の役員会においては、執行役員及び監督役員が出席し、本資産運用会社が同席の上、執行役員の職務

執行状況、並びに本資産運用会社、一般事務受託者及び資産保管会社の業務執行状況等について執行役員の報告

が行われることとされており、役員会を通じた管理を行う内部管理体制を確立しています。なお、執行役員の職

務執行状況、並びに本資産運用会社、一般事務受託者及び資産保管会社の業務執行状況の報告は３か月に１回以

上行うこととされています。また、本書の日付現在、本投資法人の監督役員には、弁護士１名、公認会計士１名

の計２名が選任されており、各監督役員は、これまでの実務経験と見識に基づき、執行役員の職務執行につき

様々な見地から監督を行っています。 

 

② 本資産運用会社の体制 

本資産運用会社は、本投資法人の資産運用に関する諸リスクに対し、以下のとおりリスク管理体制を整備して

います。 

（イ）運用ガイドライン及びリスク管理規程の策定・遵守 

本資産運用会社は、規約の投資方針等の基本方針を実現するため、規約等に沿って運用ガイドラインを策

定し、投資方針、利害関係者との取引ルール、投資物件の取得及び売却、並びに投資物件の運営管理に係る

基本方針等を定めています。本資産運用会社は、運用ガイドラインを遵守することにより、投資運用に係る

リスクの管理に努めます。 

また、本資産運用会社は、リスク管理規程において、リスク管理の基本方針、リスク管理の統括者及び重

大な問題の発見時の対応方法等を規定し、本資産運用会社が管理すべき主要なリスクとして、運用リスク、

財務リスク、システムリスク、レピュテーション・リスク、コンプライアンスに関するリスク及び反社会的

勢力に関するリスク等を定義し、取締役会や本資産運用会社のリスクに関する統括者であるコンプライアン

ス・オフィサー及び各部署のリスク管理に関する責任者である各部署の部長の役割を定めています。なお、

リスクの状況については、コンプライアンス・オフィサーが、少なくとも半期ごとに１度又は必要な場合は

随時、モニタリングの上、評価及び分析し、その結果につきコンプライアンス委員会及び取締役会に報告す

ることとされており、リスク管理体制の適切性又は有効性については、コンプライアンス・オフィサーが統

括する内部監査及び外部機関による監査等により検証を行うものとしています（かかる内部監査による検証

の詳細については、後記「(ロ) 内部監査による検証」をご参照ください。）。 

 

（ロ）内部監査による検証 

コンプライアンス・オフィサーは、内部監査を担当し、全部署に対して原則として１年に１回以上の割合

で定期の内部監査を実施するほか、コンプライアンス・オフィサーの判断により、臨時の内部監査を実施す

ることができるものとし、また、代表取締役社長が特別に命じた場合には、特別監査を実施するものとしま

す。内部監査は、各組織の業務及び運営が、金融商品取引法、投信法及び宅地建物取引業法等の法令、一般

社団法人投資信託協会が定める諸規則及び本資産運用会社の社内規程等に従って、適切かつ効率的に行われ

ているか否かの監査、不正又は重大な過失の発見及び未然防止のための監査、個人情報管理及び法人関係情

報の管理を含む、各種の情報管理が適切に行われているか否かの監査、並びにその他必要な事項の内部監査

等を含むものとされています。コンプライアンス・オフィサーは、内部監査実施後遅滞なく、内部監査の結

果を取り纏めた内部監査報告書を作成し、これを代表取締役社長及び取締役会に提出するとともに、内部監

査対象部署に対し、必要に応じて改善勧告又は改善指示を行い、その内容等を代表取締役社長及び取締役会

に報告します。コンプライアンス・オフィサーは、改善勧告又は改善指示を受けた部署より受領した改善計

画及び改善状況が十分であると判断した場合には、当該改善計画及び改善状況についての報告を代表取締役

社長及び取締役会に報告します。取締役会は、当該改善計画及び改善状況が不十分と判断した場合には、改

善勧告又は改善指示を受けた部署又はコンプライアンス・オフィサーに対して追加の改善勧告又は改善指示

を行うことができます。なお、取締役会又はコンプライアンス・オフィサーは、業務運営の適切性を確認す

るためその他の理由により必要があると判断した時は、外部の専門家等による外部監査を行うことができま

す。 
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（ハ）利害関係人等取引規程 

後記「第二部 投資法人の詳細情報 第３ 管理及び運営 ２ 利害関係人との取引制限 （２）利害関

係人等取引規程」をご参照ください。 

 

（ニ）内部者取引等管理規程 

本資産運用会社では、内部者取引等管理規程を制定し、本資産運用会社の役職員等によるインサイダー取

引等の防止に努めています。なお、同規程によれば、本資産運用会社の役職員等又はその同居する親族は、

本投資法人の投資口及び投資法人債を売買等してはならないものとされており（ただし、別に定める星野リ

ゾート・リート投資法人投資口累積投資制度による本投資法人の投資口の買付けを除きます。）、本資産運用

会社の役職員等でなくなった後も１年間は、当該規程に従わなければならないものとされています。 

 

（ホ）フォワード・コミットメント等 

フォワード・コミットメント等に係る物件は、決済までの間、本投資法人の貸借対照表には計上されずオ

フバランスとなりますが、当該期間中の当該物件の価格変動リスクは本投資法人に帰属することになりま

す。 

このため、契約不履行に関する解約違約金の水準、ポートフォリオ全体の収支及び配当水準等に与える影

響等（東京証券取引所の定める上場廃止基準を含みます。）、並びに売買契約締結から物件引渡しまでの期

間、当該期間中における金融環境及び不動産市場等の変動リスクの可能性、並びに決済資金の調達方法等に

留意することとしています。 


